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混合寡 占における

環 境 税 と戦 略 的 コ ミッ トメ ン ト

大 堀 秀 一

1は じ め に

公益事業において民営化あるいは規制緩和が課題とな り,欧 米だけでな く,

最近ではU本 で も幾分進展 してきている。近年このような公益事業民営化 ・自

由化に関す る産業組織論的アプローチによる研究が,公 的規制の対象とされて

きた企業と新規参入者 との間の競争,い わば混合寡占(mixedohgopoly)と

いう市場形態に注目することで盛んに行われているが1),民 営化 ・自由化 と環

境問題の関係性については,こ の分野では積極的に議論されてこなかった。特

に,政 府規制産業における競争の拡大をめ ぐる焦点の一つ として,民 営化 ・自

出化が進行することによる自然環境への影響がある2)。例えば,電 力市場3}に

おいて化石燃料か らクリーン・エネルギーへの転換を図る際に,自 由化がどの

ような影響を及ぼすのか,そ して どのように環境問題に対処すべ きかは意見が

1)産 業の 自 由化 ・民営 化 につ いて 産業組織 論 にお け る文 献 と して は,Beu吐oandMas.Colell

l1984],DeFralaandDe】bono[1989],[19901,Barros[1995],Whhe[19961.Matsumu職

[1998],Poyago・Theotoky[2001]等 が あげられ る。

2)発 展途 上 国 に お ける民 営 化 と環 境 問題 に 関す る最 近 のサ ーベ イで は,L{)veiandGen亡ry

[2002]を 参照 のこ と,

3)1990年 代 にお ける米国の電力産業に対する環境 規制改革 の結果 の一つ と して次の ようなものが

ある。 ク リー ン ・エネルギーの採用 とエ ネルギー保全を 日的に排出権取引(emlssiOIlstmdhlg)

が ブ ッシュ政権時の 「1990年大気浄化改正法」 として結実 したが,低 硫黄炭 の燃焼に よ り排 出さ

れ るso3を 削減す るスクラバー の付設 は予想 よりも少 なか った.そ の理出 として,① 低硫 黄炭

の価格が低 落 した ことに よ り燃料転換が排 出削 減の主流になった こと,② 排 出権価格が予想以

上 に低 く推 移 した こと.さ らに,③ 電 力産業が規制緩和の時流の 中で リス トラ クチ ャリングを

推 し進めてい る時期であ ったため,初 期費用が高コス トであ るこの削減方法 を嫌が った とい う事

情 が挙げ られ る(小 林[2002]).
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分 か れ る と ころ で あ り,民 営 化 ・自由 化 が ク リー ン ・エ ネル ギ ー の育 成 を促 す

と単 純 に結 論 付 け る こ とは で きない 。

元 来 、 近代 経 済 学 に お い て導 出 され る最 適 な 環境 政 策 は,完 全競 争 モ デ ル に

基 づ い て い る。 例 え ば,完 全 競 争 で の最 適 な 環 境 税 と は限 界社 会 的 損 害 費 用

(marginalsoclaldamagecost)と 等 しい値 に課 す る,い わ ゆ る ビ グ ー税 の こ

とで あ る,,実 際 多 くの市 場 は数 社 の企 業 か ら成 り立 って お り,不 完 全競 争 に お

け る環 境 政 策 が,各 企 業 の 産 出量,削 減 技術 投 資水 準.利 潤,産 業 構 造,経 済

厚 生 等 にい か な る影響 を 及 ぼす か は,近 年 多 くの議 論 が な さ れ て い る。 この よ

うな 文献 と して は,Dasguptaeta1.[19801.Koenig[1985],KimandChang

[1993],Shaffer[1995],Damallia[1996],Mckitrick&ndCollinge[2000]等

が 挙 げ られ る。 特 に,不 完 全競 争 の もとで の 最 適 な 環境 税 の 問題 と して は主 に,

最 適 削 減 技 術 水 準 及 び不 完 全 競 争 下 で の 歪 み(distortion)の 是 正 が あ る。

Buchana11[1969]41の 基 本 的 な 結 論 は,最 適 な環 境 税 は限 界 損 害 費用 よ り も低

い と してい る、、 しか しなが らSimpso11[1995]は,最 適 環 境 税 は必 ず し も限 界

社 会 的 損 害 費 用 よ りも低 い とは 限 ら ない と して い る、,とい うの は,企 業 間 に お

い て生 産 非 効 率 的 で あ る とす る と,あ る条 件 の 下 で は 環境 税率 を上 昇 させ る こ

とが 生 産 効 率 的 で あ る か らで あ る。 さ ち に,KatsoulacosandXepapadeas

[1995]は,自 由 参 入 の 下 で は最 適 環 境 税 が 限 界 社 会 的損 害 費用 を 超 過 す る場

合 が あ る と して い る。 しか し,産 業 組 織 論 にお い て の こ う した不 完 全競 争 下で

の環 境 政 策 につ い て の議 論 が多 くな され て い る に も関 わ らず,混 合寡 占市 場 の

下で の 環 境 政 策 に関 して あ ま り議 論 され て こな か った 。

本 稿 で は,混 合 寡 占 の 下 で の環 境 税 が,① 削 減 技 術 水 準,② 産 出 量 及 び

③ 汚 染 水 準 に ど う い っ た 影 響 を 与 え る か を 考 え る た め,ク ー ル ノー

(Cournot)混 合 寡 占 モ デ ル を用 い て 考 察 す る。 そ の 際 に,企 業 間 に お け る 汚

染 削 減 技 術 の ス ピル オー バ ー を考 慮 した 場 合 の,最 適 環境 税 を 求 め る.

本 稿 の構 成 は次 の よ うで あ る。 第H節 で は 本稿 の 基 本 モ デ ルを設 定 し.最 適

4)Buchanan[1969」4よ.独 占市場を仮定している。
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な 環 境 税 を 求 め る。 第 皿節 で は,削 減投 資水 準,産 出 量及 び 汚 染排 出量 に対 す

る環 境 税 の効 果 につ い て 求 め る。 第IV節 で 議 論 を行 い,第V節 で本 稿 の ま とめ

とす る,、な お,付 録 に は い くつ か の計 算 過 程 を記 す 。

ll基 本 モ デ ル

本 稿 で は,1公 企 業,1私 企 業 が 同 質 的 な財 を 生 産 す る混合 複 占市 場 を考 え

る。 企 業0を 経 済厚 生 を最 大 化 す る よ うに行 動 す る公 企 業,・ 方,企 業1を 白

己 の 利潤 を最 大化 す るよ うに行 動 す る私 企 業 と し,各 企 業 は市 場 需 要 関 数 に 関

して 完 全 な 知 識 を もつ とす る。 汚 染 排 出 量1単 位 当 りの 環 境 税 を ごとす る と.

企 業 痴 ≠ブ)の 利 潤 関 数 は 次 の よ うに 表 せ る 。

πゴ=1～ゴ(4,Q)一 σ(4,必f)一!θ'(4,諾 ゴ,記∫)(1)

C`を 企 業 ゴの 費 用 関 数,ガ を 企 業 ガの 汚 染 削 減 投 資 水 準,ε ∫を 企 業 ゴか ら排

出 され る汚 染 物 質 水準,Pを 逆 需 要 関 数,Q(ニgo+g1)を 産 業 の総 産 出量 とす

る と,R」(4,Q)=PQで あ る。 また,46ワ44>0,482冠`r∫<0,462認 が<0及 び

4σ 〃4>0と 仮 定 す る、,相手 企 業 の 汚 染 削 減投 資 水 準 が 汚 染 水 準 を低 下 さ せ

る とい う3番 目 の仮 定 は,削 減 技 術 の ス ピル オー バ ー(spillover)を 意 味 す る。

さ らに,戦 略 的 な投 資 を行 う際,一 般 的 な モ デ ルで は 総 費 用 は投 資 水準 に対 し

て低 下 す る と仮 定 す る,、も しその よ うに仮 定 をお か な け れ ば,企 業 は 汚 染 削 減

の た め に投 資 す る イ ンセ ンテ ィブ を持 た な い か らで あ る 。 しか しな が ら,実 際

は総 費用 が 削 減 投 資 水 準 に対 して 低 下 す るか ど うか は 明 らか で は な い の で,本

稿 で は,4ぴ 冠が>0と 仮 定 す る51、,

経 済厚 生 関数 は次 の よ うに表 せ る。

躍=CS+π 〇+π1+f(εo+¢1)一P(♂+ε1)(2)

cs(一 ∫9P(η)4η 一PQ)を 消 費 者余 剰,D(6・ 鋪 を社 会 獺 害 費用 とす る。

社会的損害費用は汚染排出水準に対 して上昇する(4、0肋=び>0)と 仮定す

5)つ ま り本稿で は,投 資 を行 うことに よる生産費用の増加(直 接効果)と 技術革新 を通 じた汚染

削 減費用 の低下(問 接効果)を 考慮 してい る。
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る。

本稿では,利 潤関数及び経済厚生関数に対 して次のような制約を課する。

β`∈(一1,・);砕 ガ ー 一互andハk君1血 ブ 丁差

44N鵡γ'∈(一1 ,0)1γゴ==一 一andl瓦 ～1>IKZII(3)44鵡

上付 きのNは 削減投資水準及び産出量のNash均 衡を意味する。ハゴは投資

水準に対する経済厚生関数または利潤関数の部分微分,瓦'は 産出量に対する

部分微分を表すじつまり,βゴ及び γゴはそれぞれ,投 資水準及び産出量に対す

る企業 ゴの反応関数の傾きである。特に,削 減投資水準の反応関数は,① 戦略

的補完性(β ゴ∈(0,1),111〉0)及 び ② 戦略的代替性(β'∈(一1,0),1}1<0)と

区別する6ン。また,産 出量に関しては戦略的代替性のみ考慮する。

ゲームの順序は次のとお りである。第1段 階では,政 府当局は各企業の産出

量及び汚染削減投資水準を考慮 しながら,最 適な環境税率を設定する。第2段

階では,各 企業は戦略変数である削減投資水準及び産出量を同時に決定する。

ゲームは第2段 階より後向き帰納法(backwardinduction)に よって解 く。

(2)と(1)よ り.各 企業の目的関数の ・階の条件は次のように表せる。

1署一一盤 一P'(器+釜)一 ・(4)

4π14C1481一=ご=O(5)

4ヱ14∬1伽1

4PV4co4εo一=P一 一 一〃 一=0(6)

吻o吻o吻0

4π14C14ε1一=P+P'gl渉=0(7)

吻1吻1吻1

第1段 階 で は,規 制 当局 が 経 済 厚 生 を最 大 化 す る よ う環 境 税 まを 決 定す る。

6}戦 略的代替性及び戦略的補 完性 についての詳細な説明 はBuloweta1.[1985]を 参照の こと.
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つ ま り,経 済 厚 生 関 数 躍 を ∫で 微 分 し,(4)一(7)を 用 い る と最 適 環 境 税 は

次 の よ うにな る。(付 録 参 照)

〆一∬{(審署 ・農耀 ・審 紺/(券 望

1吻1P/9一

+券 筈)}+ガ
、藷'δ4(8)一 一 十一 一

4記1δ オ491δ ∫

これより,最 適環境税は,企 業1か ら企業0へ の技術スピルオーバーによる

影響ゆと限界社会的損害費用の積(右 辺第1項)と 不完全競争による歪み(右

辺第2項)に 分けられる。ここで もし削減技術水準のスピルオーバーを仮定 し

ない場合(4εo冠∬1ニ0),右 辺第1項 は限界社会的損害費用,つ ま りピグー税

(Pigouviantax)で ある。これは,不 完全競争の下での最適環境税 として.基

本的な結果である81。さらに,こ の最適環境税は企業0の 投資水準 と産出量 に

依存しないということが分かる、、これは.環 境税を導入する際 に政策当局は,

公企業の行動よ りも,私 企業の行動だけ考慮することを意味す る。 この結果は

規制当局の目的関数が公企業の目的関数 と同一であることに起因する。

lll環 境 税 の 効果

この節では,環 境税の削減投資水準,産 出量及び汚染排出量への影響を考え

る。

([)汚 染削減投資水準に対する効果

(4)及 び(5)を それぞれで微分し整理すると,以 下のように表せる(付 録参

照)。

7)な お,公 益企業か ら新規参入企業への,削 減技術 のス ピルオーバー による新規参人企業の汚染

水準への影響(4召 ソぬ0)は 最適環境税を求める上で,相 殺 され る。

8)不 完全市場の下で の環境政策については.Baum。landOates[1988』Ch.6を 参照の こと。
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認∬D _β0461一(ハ 、)一11

4'1一 βoβ14∬1

⑳11吻1
=(君 、)一1>0

4オ1一 βoβ14∬1

認詔0血1 _1+β04ε1一 十(1■1翌)一 旦>0

4ご4'1一 βoβ1ぬ1

(9)

(10)

仮 定 よ り,1一 βoβ1>0,4ε1躍 ∬1<0,ハ ～<0な の で,∬oに 対 す る ∫の効 果

は,公 企 業 に お け る削 減投 資水 準 につ い て の戦 略 的補 完 性(0<βo<1)の 関係

に あ る場 合,正 で あ り,一 方,戦 略 的代 替 性 で あれ ば(一1<βo<0)で あ れ ば

負 とな る。 さ らに,た と え削 減 投 資 水 準 が 戦 略 的代 替 性 に あ る と して も,1+

βo>0あ るか ら,(10)式 は 正で あ る。

(li)産出量に対する効果

産出量に対する環境税の効果についての導出する。つま り,(6)及 び(7)を

それぞれで微分し整理すると,以 下のように表せる。

ガ
万

曜
万

吻o 十

4診

γo磁1(κA)一1>Oi

1一 γoγ1吻1

1461 一(κA)一1<0

1一 γoγ1441

吻1_1十 γ04ε1(κ 占)一1<0

4'1一 γoγ1吻1

(11)

(12)

(11)式 は,政 策 当局 が 環 境 税 を課 す る こ とに よ って,企 業0の 産 出 量 を増 加

させ るが,… 方で,企 業1の 産 出 量 を 低 下 させ る,と い う こ とを意 味 す る。 そ

して,(121)式 よ り,産 業 全 体 の 産 出 量 は環 境 税 に対 して低 下 す る こ とが わ か る。

も し環 境 税 の導 入前 の 産 出 量 が 公 企業 よ り私 企 業 の ほ うが 多 い場 合,環 境 税 の

効 果 は,企 業 問の 限界 費用 を均 等 化 さ せ る'ン。 言 い換 え れ ば,Simpson[1995]

9)一 般的に.私 企業は公企業よりも経済効率性の点で優位であるので.こ の結果は妥当であろ/
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の基 本 的結 論 と同様,環 境税 率 を 上昇 させ る こ とは生 産 効 率 的 で あ る,と い う

こ とを意 味 す る。

(iil)汚染排出水準に対す る効果

環境 税 の,汚 染 排 出 量 へ の 効 果 を 計 算 す る と以下 の よ うに表 せ る.

4ε04θ14ε0δ 置04ε0δ τ14召0δ σ0一 十一 二 十1
漉4'4諾 。 δ!4ヱ ユ δ渉440δ 置

481δ 諾0481δ ∬14e1δ91+一 一+一 一+(13)

血oδ'4エ1δ ご 吻1δ 診

(13)式 は,(9)及 び(H)式 よ り,た と え企業0の 削 減 投 資 水 準 に対 す る環 境

税 の効 果 が正 で あ れ負 で あれ,産 業 全 体 にお け る汚染 排 出量 に対 す る環 境 税 の

効 果 は判 らな い とい うこ とを意 味 してい る。 なぜ な らば.仮 に企 業0の 削 減 投

資 水 準 に対 す る環 境 税 の効 果 が 正 だ と して も,(13)式 右 辺 第3項 のみ 正 で あ る

か らで あ る。 しか しな が ら,企 業0の 削 減 投 資 水準 に対 す る環 境 税 の効 果 が 正

で あ り,企 業0の 排 出 水 準 に 対 す る 自己 の 産 出量 の 効 果 が 非 常 に小 さ い 場 合

(企業0の 汚 染 削 減 技 術 水 準 が 非 常 に高 い場 合),環 境 税 は 産業 全 体 で の 汚 染排

出 量 を低 下 させ る。

IV考 察

こ の節 で は 前 節 の 分析 結 果 を ま とめ,混 合 複 占 の下 で の 環境 税 につ い て考 察

す る。 まず 最 適 環 境 税 に 関 して.(8)式 の右 辺 第1項 及 び第2項 の 符号 は前 節

の分 析 結 果 よ り,第1項 は 正 で,第2項 は負 だ とい うこ とが 分 か る。 また,企

業1か ら企 業0へ の 削 減 技 術 の ス ピル オ ー バ ーが ない 場 合(480/鷹1=0)の 最

適 環 境 税 は,限 界 社 会 的 損 害 費 用(ピ グー税:)よ り低 く.ス ピル オ ーバ ーが あ

る場 合 の最 適 環 境 税 と比 較 して 低 い 。 つ ま り,汚 染 削 減 技 術 の提 供 が 私 企 業 か

ら公 企 業 へ 積 極 的 に行 わ れ る ケー ス の ほ うが,技 術 提 供 を しな い場 合 と比 べ る

＼う。L・vei…mdGentry[2{X)2】を参照せよ,、
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と,環 境税率が高い。 このことは,環 境税の下では私企業は汚染削減技術情報

を提供するインセンティブを持たない と言うことを意味す る。何故ならば,

(ll)式 より分かるように,私 企業は環境税の上昇に対 して産出量を低下させ,

その結果利潤を低下させるためである。つまり,民 営化 ・自由化を推 し進める

際に,環 境税を課するのみでは私企業から公企業への汚染削減技術の提供がな

されないといえる。すなわち,民 営化 ・自由化を推 し進めながら効率的に双方

の削減技術を改善させるためには,環 境税の導入だけではなく.私 企業への費

用負担軽減措置の導入をも考える必要があるであろう。

また,私 企業か ら公企業への技術の提供がなされない場合の最適環境税は,

完全競争の下での最適環境税よりも低い。つまり,技 術提供がない場合におい

て,環 境税は,完 全競争の下での最適環境税よりも低 く設定されるべきである,

と言い換えることができる.一 方,私 企業か ら公企業への技術提供がなされる

場合,最 適環境税はその技術提供(ス ピルオーバー)の 程度に依存する。つま

り,私 企業か ら公企業への技術提供が多くなされるほど,最 適環境税率も上昇

するため,上 述の技術提供がなされない場合のように完全競争の下での最適環

境税 と比較することができない。

以上の分析をまとめると,公 企業 と私企業による複占において環境税が導入

される場合,私 企業から公企業への削減技術提供が最適環境税率を上昇させる

ので,私 企業は,公 企業に対 して汚染削減技術情報を提供するインセンティブ

を持たない,,つ まり,民 営化 ・自由化を推進する際に,環 境税の導入によって

私企業か ら公企業への削減技術の提供を妨げることのないようにするためには,

私企業に対 して補助金を支払うなど.環 境税に伴 う私企業側の費用負担を軽減

する措置を考える必要がある。

Vま と め

本稿では,公 企業と私企業に対 して環境税を課す場合の,最 適環境税につい

て考察 した。まず,環 境税導入前において公企業の産出量が私企業の産出量よ
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りも低い場合,環 境税の導入は生産効率的な結果となる。この結果は規制当局

の目的関数が公企業の目的関数 と同じであることに起因する。次に,環 境税の

汚染削減投資水準,産 出量及び汚染排出量に対するそれぞれの影響を考慮する

と,新 規参入企業は,公 企業に対 して汚染削減技術を提供するインセンテ ィブ

を持たないことが分かった。民営化 ・自由化を推進する際に,環 境税の導入に

よって私企業か ら公企業への削減技術の提供を妨げることのないようにするた

めには,補 助金のような費用負担を軽減する措置を考える必要がある。今後の

課題 としては,環 境政策 と合わせて補助金などの措置を考える際には,非 効率

的とならないような条件を考察する必要がある。

さらに,本 稿の分析結果は,費 用条件及び需要条件について完全情報 という

仮定に基づ くものであるため,現 実の世界が不完全情報であることを考慮すれ

ば,政 策当局が産業構造や景気等によって,環 境税を微調整(丘lle-tunhlg)す

ることは容易ではない。よって,今 後の課題としては,費 用条件及び需要条件

に関して不完全情報を仮定 し分析する必要があり,さ らに企業間の限界費用の

異質性,環 境税以外の環境政策(直 接規制や排出権取引等),企 業間の協調行

動などの条件の下での混合寡占の分析は今後の課題 となろう。

付 録

(i)(8)式 の導 出

(2)式 を オで 微分 し.整 理 す る と以 下 のよ うに表せ る,、

響(P一器)・筈(P一器)一{鐸 一盤 望

一Dβ(券¥¥+1鐸+� ﾇ躍+� 嵓

､+� T許+1� �r�黶E(14

)(14〉式 に(4),(5),(6),(7〉 式 を 代 入 し'に つ い て解 く と(8)式 が 得 られ る。
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(4)及 び(5)式 を 置で微 分 す る と,次 の よ うに表 せ る。

亟

(鷲嶺 撫
1 ,

(15)式 を,ザ を用 ㌧、て表 す と,以 下 のよ うそ あ る.

ぱ 夢)(勢
(16)式 をCramerの 公式 を用 いて解 くと,,(9)式 が 導 け る。

(6)と(7)式 を 渉で微 分す る と,次 の よ うに表 せ る。

(鷺卿
(17)式 を.γ1を 用 い て表 す と,以 下 の ようで あ る。

G脳)勢
(18)式 をCran・erの 公 式 を 用 い て 解 く と.(11)が 導 か れ る 。(の(11)式の 導 出(主i)(9)式の 導 出

(15)

(116)

(17)

(18)
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